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 交付場所 〒9208566 石川県金沢市広
坂２２60金沢広坂合同庁舎 北陸農政
局整備部設計課技術審査第２係 坂下 浄
明 電話0762632161 内線3525
 その他 ＣＤＲ等による交付方法を希
望する場合は、あらかじめその旨を上記４
ののの場所へ申し出るものとし、Ｃ
ＤＲ等を持参すること。返信用封筒及び
ＣＤＲ等を用意した場合においては郵送
（書留郵便に限る。）又は託送（配達記録が
残るものに限る。）も受け付ける。なお、交
付は無料とする。

 申請書及び資料の提出期間、場所及び方法
 提出期間 平成27年６月２日から平成27
年７月１日まで（行政機関の休日を除く。）
の午前９時から午後５時まで。ただし、最
終日については午前12時までとする。
 提出場所 上記４ののに同じ。
 その他 電子入札方式により提出するこ
と。詳細は入札説明書によるものとし、Ｆ
ＡＸによるものは受け付けない。ただし、
承諾を得て紙入札方式による場合は、上記
４ののの場所へ持参すること。

 入札書の受領期限、場所及び提出方法 電
子入札方式により提出すること。ただし、発
注者の承諾を得た場合は、紙により持参又は
郵送（書留郵便に限る。）により提出すること。
 電子入札方式による入札の場合は、平成
27年８月20日午後５時までに送信する。
 紙入札方式により持参する場合は、平成
27年８月21日午後１時30分に金沢広坂合同
庁舎７階入札室にて入札する。
 郵送による場合は、平成27年８月20日午
後４時までに上記４の宛て必着とする。

 開札の日時及び場所 平成27年８月21日午
後１時30分 金沢広坂合同庁舎７階入札室
 入札保証金の納付等に係る書類の提出期
間、場所及び方法
 提出期間 平成27年７月16日から平成27
年８月20日まで（行政機関の休日を除く。）
の午前９時から午後５時まで。
 提出場所 上記４のに同じ。
 提出方法 持参、郵送（書留郵便に限る。
提出期限内必着。）又は託送（配達記録が残
るものに限る。提出期限内必着。）により提
出すること。

５ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨
 入札保証金及び契約保証金
 入札保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行金沢支店）。ただし、以下の条件を
満たすことにより入札保証金の納付に代え
ることができる。
ア 利付国債の提供（保管有価証券の取扱
店 日本銀行金沢支店）
イ 金融機関の保証（取扱官庁 北陸農政
局）
また、入札保証保険契約の締結を行った
場合又は金融機関若しくは保証事業会社
（公共工事の前払金保証事業に関する法律
（昭和27年法律第184号）第２条第４項に
規定する保証事業会社をいう。以下同じ。）
の契約保証の予約を受けた場合は、入札保
証金を免除する。
 契約保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行金沢支店）。ただし、以下の条件を
満たすことにより契約保証金の納付に代え
ることができる。
ア 利付国債の提供（保管有価証券の取扱
店 日本銀行金沢支店）
イ 金融機関若しくは保証事業会社の保証
（取扱官庁 北陸農政局）
また、公共工事履行保証証券による保証
を付した場合又は履行保証保険契約の締結
を行った場合は、契約保証金の納付を免除
する。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の入札、申請書又は資料等に虚偽の
記載をした者の入札及び入札に関する条件に
違反した入札は無効とする。
 配置予定技術者の確認 落札者決定後、発
注者支援データベース・システム等により配
置予定技術者の専任制違反の事実が確認され
た場合、契約を結ばないことがある。なお、
種々の状況からやむを得ないものとして承認
された場合のほかは、配置予定技術者の変更
は認められない。また、落札者となった者は、
落札決定後、契約締結までに、配置予定技術
者が営業所の専任技術者と重複していないこ
とが確認できる資料を提出するものとする。
 手続における交渉の有無 無

 契約書の作成の要否 要
 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を当該工事の請負契約の相手方との随意契
約により契約を締結する予定の有無 無
 技術資料のヒアリングを行う。（詳細は入札
説明書による。）
 入札参加者は、技術資料の内容により入札
を行うものとする。また技術資料の内容が契
約条件となる。
 施工体制確認のためのヒアリングを実施す
るとともに、その際、追加資料の提出を求め
ることがある。
 違約金について
 本契約に関し、受注者（共同企業体にあっ
ては、その構成員。）が、次に掲げる場合の
いずれかに該当したときは、受注者は、発
注者の請求に基づき、請負代金額（この契
約締結後、請負代金額の変更があった場合
には、変更後の請負代金額。下記５のの
において同じ。）の10分の１に相当する額
を違約金とし発注者の指定する期間内に支
払わなければならない。
ア この契約に関し、受注者が私的独占の
禁止及び公正取引の確保に関する法律
（昭和22年法律第54号。以下「独占禁止
法」という。）第３条の規定に違反し、又
は受注者が構成事業者である事業者団体
（以下「受注者等」という。）が独占禁止
法第８条第１号の規定に違反したことに
より、公正取引委員会が受注者に対し、
独占禁止法第７条の２第１項（独占禁止
法第８条の３において準用する場合を含
む。）の規定に基づく課徴金の納付命令
（以下「納付命令」という。）を行い、当
該納付命令が確定したとき（確定した当
該納付命令が独占禁止法第51条第２項の
規定により取り消された場合を含む。以
下５のにおいて同じ。）。
イ 納付命令又は独占禁止法第７条若しく
は第８条の２の規定に基づく排除措置命
令（これらの命令が受注者等に対して行
われたときは、受注者等に対する命令で
確定したものをいい、受注者等に対して
行われていないときは、各名宛人に対す
る命令すべてが確定した場合における当
該命令をいう。下記５のののウ及び

下記５のののイにおいて同じ。）にお
いて、この契約に関し、独占禁止法第３
条又は第８条第１号の規定に違反する行
為の実行としての事業活動があったとさ
れたとき。
ウ 上記５のののイに規定する納付命
令又は排除措置命令により、受注者等に
独占禁止法第３条又は第８条第１号の規
定に違反する行為があったとされた期間
及び当該違反する行為の対象となった取
引分野が示された場合において、この契
約が、当該期間（これらの命令に係る事
件について、公正取引委員会が受注者に
対し納付命令を行い、これが確定したと
きは、当該納付命令における課徴金の計
算の基礎である当該違反する行為の実行
期間を除く。）に入札が行われたものであ
り、かつ、当該取引分野に該当するもの
であるとき。
エ この契約に関し、受注者（法人にあっ
ては、その役員又は使用人を含む。下記
５のののイにおいて同じ。）の刑法
（明治40年法律第45号）第96条の６又は
独占禁止法第89条第１項若しくは第95条
第１項第１号に規定する刑が確定したと
き。

 この契約に関し、次の各号に掲げる場合
のいずれかに該当したときは、受注者は、
発注者の請求に基づき、前項に規定する請
負代金額の10分の１に相当する額のほか、
請負代金額の100分の５に相当する額を違
約金として発注者の指定する期間内に支払
わなければならない。
ア 上記５のののアに規定する確定し
た納付命令における課徴金について、独
占禁止法第７条の２第８項又は第９項の
規定の適用があるとき。
イ 上記５のののイに規定する納付命
令若しくは排除措置命令又は上記５の
ののエに規定する刑に係る確定判決に
おいて、受注者が違反行為の首謀者であ
ることが明らかになったとき。
ウ 上記５のののエに該当する場合で
あって、上記５のののアに規定する
確定した納付命令における課徴金につい
て、独占禁止法第７条の２第７項の規定
の適用があるとき。
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